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○塩野座長 それでは時間になりましたので、ただいまから第 11回の独占禁止
法基本問題懇談会を開催させていただきます。 
 議題に入ります前に、事務局から配付資料の確認をさせていただきます。別

府次長お願いいたします。 
○別府次長 それでは、お手元の資料の確認をさせていただきます。会議次第、

配布資料のところに書いてございますが、資料１と資料２が審査・審判の在り

方関係でございます。これは前回の会合で御指摘のあった事項に関しまして、

資料１が公正取引委員会から提出された資料、資料２は事務局が提出した資料

でございます。資料３から８、これが不公正な取引方法に関する措置の在り方

の関係でございます。 
 後ほど御説明いたしますので内容は省略いたします。これに加えまして、参

考として、第５回会合で御意見を伺いました法政大学の岸井教授の論文を配布

してございます。当懇談会の検討課題の一つであります不公正な取引方法に対

する措置の在り方についての論文でございますので、参考にしていただければ

と思います。 
 また、改正独占禁止法の附帯決議の不公正な取引方法に関連する部分の抜粋

及び特殊指定も含めました不公正な取引方法についての公正取引委員会の告示

なども御参考までにお配りしております。 
 あと一番下の資料でございますけれども、これは、これまで出された御意見

を事務局でまとめたものでございます。毎回出しておりますけれども、今回は

９ページ以降で「『審査・審判の在り方』に関する論点と意見」、12 ページ以降
で「『不公正を取引方法に対する措置の在り方』に関する論点と意見」を加えて

おります。 
 以上が配付資料でございますが、おそろいでない場合には、手を挙げていた

だければ、すぐ事務局の方から対応させていただきます。以上でございます。 
○塩野座長 それでは、各自御確認いただきたいと思います。そこで前回会合

では、公正取引委員会の審査・審判の在り方に関しまして資料説明をしていた

だきました。本日は先ほどの説明にもありましたように、前回会合で御指摘い

ただいた、あるいは御質問いただいた事項に関しまして、公正取引委員会と事

務局から補足説明をしてもらいます。その後で討議の時間を設けたいと思って

おります。 
 それから、今日の会合は大体 12時までを目途としておりますけれども、時間
がありますれば、次のテーマである不公正な取引方法に対する措置の在り方の

検討に入ることとしたいと思います。 
 それではまず、公正取引委員会の伊東経済取引局長、御説明をお願いいたし

ます。 
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○伊東経済取引局長 それでは、資料１につきまして御説明いたします。 
 １ページ目は審査・審判期間の状況ということでございます。私ども違反事

件の処理手続に関連いたしまして、審査なり、審判がどの程度かかっておるか

ということでございます。 
 まず、審査期間でございます。御覧のとおりでございまして、平成 14年度は
10 か月ということでございましたけれども、私ども迅速処理ということに努め
てまいりまして、平成 16 年度で見ますと、８か月ということになっています。
ちなみに、この審査期間というのは、通常、カルテル、談合等につきましては

まず立入検査をいたします。その立入検査から、従来の法運用でございますと、

勧告までの期間でございますが、16 年度で見ますと８か月ということでござい
ます。 
 次にこれも従来の手続でございますが、勧告をいたしまして、その勧告を争

う、不応諾ということになりますと、審判手続に移行するわけでございます。

その審判の期間につきましては、本案審決と課徴金審決を分けてございますが、

本案審決というのは、例えばカルテルがあった場合に、そのカルテルを破棄し

ろという、そういう排除措置を命じる処分でございますし、課徴金審決は課徴

金の納付を命ずる処分でございます。 
 これも従来は、それぞれ別の手続で進められていたわけでございますが、そ

ういう中で本案審決を見ますと、これは年によってばらつきがございますが、

この３年間の平均で見ますと、24か月、約２年ということになっております。 
 それから、課徴金について見ましても、平均で 14か月、１年超ということで
ございます。これが審査・審判の平均的な処理期間ということでございます。

私ども従来から事件処理の迅速化ということに努めておるわけでございますけ

れども、審判は相応の時間がかかっているため、引き続き努力をしなければい

かんというふうに考えておるわけでございますけれども、２ページ目でござい

ますが、長期化の原因ということで幾つか書いてございます。 
 個々の案件になりますと、いろんな事情があるわけでございますけれども、

共通するものとして、従来の手続では本案手続が行われた後に課徴金手続が行

われることになっていた。まず、排除措置を命ずる手続を進めて、その後に課

徴金の納付を命ずる手続ということになっていたわけでございまして、そうい

う意味で、全体としての事件処理期間は長くなる。 
 あと、最近審判件数が非常に増えている。これは前回御説明いたしましたが、

そういう状況の中で、審判官の数が不足していたという点もあろうかと考えて

おります。 
さらに、入札談合事件につきましては、課徴金の算定においては、売り上げ

に一定率を課するということで、ある意味、非常に機械的というような面もあ
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るわけでございますが、一方で入札談合事件につきましては、個別物件ごとに

競争制限効果が発生しているか否かが争点となるという状況がございます。若

干補足いたしますと、独禁法違反の談合事件というのは、例えば、東京都が発

注する建築工事というものについて、一定のルールを決めて、個別の案件ごと

に受注予定者を決める。そういう基本的なルール、合意を独禁法違反としてと

らえているわけで、かつ排除するのも基本的な合意ということになるわけでご

ざいますが、個々の発注物件があった場合に、そのルールに基づいて、誰を本

命にするかというのを決めるという、いわば個別の談合がある。 
 こういう中で個別の物件ごとに、これは談合ルールの対象外で受注したんだ

とか、あるいは、これはルールを適用しようとしたんだけれども、話がまとま

らなかったとかというようないろんな事情を主張して、これを対象外にしてく

れというようなことが課徴金の審判では争点として多うございまして、そうい

う処理に時間がかかっておる。こういう状況でございます。 
 ３番目は迅速化に関して、今回の法改正に関連して、審判規則等を含めて改

正した点ということでございますが、最初は勧告手続を廃止して、排除措置命

令と課徴金納付命令を同時に命ずることができるようにしたと。それから、命

令前にあらかじめ意見を述べ、証拠を提出する機会を付与する。そういう事前

手続を設けた。その事前手続に当たりましては、私どもが認定した事実、証拠

についても説明する。こういうようにしておるところでございます。さらに、

その命令に不服がある場合は、これは審判ということになるわけでございます

けれども、その場合に請求の趣旨、あるいは理由というものについて、具体的

な記載を求めることとした。 
 それから、審判官の数につきましては、従来５名ということに、これは法律

で５名ということになっていたわけでございますけれども、それを政令で決め

ることにしまして、当面、今年度は７名ということにしています。ちなみに７

名のうち、現在、法曹資格者は３名でございます。現職の裁判官から２名来て

いただいておりますし、もう１名は弁護士を任期付きで採用している。こうい

う状況でございます。 
 あと、運用面では複数期日を指定するとか、証拠調べを集中してやる等、い

ろいろ工夫をしております。制度も重要ですが、最後はやはり具体的な運用と

いうことでございますので、そこら辺を引き続き工夫しながら、迅速な処理に

努めていきたいと考えております。 
 なお、新しい審判に関する規則におきましては、ある意味、これは裁判にな

らったわけでございますけれども、２年以内に処理するという努力目標でござ

いますけれども、そういう目標も規則に明記したところでございます。 
 ３ページ目でございますが、審判ということになりますと、具体的には審判
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官に行わせて、審判官が審決案を作成する。その審決案について企業から意見

を求め、さらには直接委員会の前で陳述することもございますが、そういうの

を踏まえて、最終的に委員会が審決を出す。こういう手続の流れの中で、最近、

３年間に出された審決と審決案の関係というものでございますが、一部、被審

人による異議申立て及び直接陳述に対する委員会の考え方を追加したものはご

ざいますが、命令の内容としては基本的には審決案と同じ状況になっておると

いうことでございます。 
 以上でございます。 
○塩野座長 どうもありがとうございました。それでは引き続きまして、寺川

参事官から前回会合での説明を補足していただきましょう。 
○寺川参事官 引き続きお手元の資料２に基づきまして、補足的な説明をさせ

ていただきます。前回、御質問があった点で、不服審査型の行政審判がつくら

れた理由というものについて、私どもの方でできる限り調べておくようにとい

う指示がありましたので、その範囲でまとめたものでございます。 
 まず１ページ目ですが、電波監理審査会につきましては、ここの中段以降に

ありますように、国民の権利義務に直接影響する重大な問題については、単独

で決定せずに有識者の意見を取り入れて決定するということが、公正かつ能率

的な利用の確保に一層効果的であるという観点から、このような審議会がつく

られているということです。 
 次に、公害等調整委員会につきましては、「鉱業、採石業又は砂利採取業と他

産業又は一般公益とのいずれかの利益に係る行政処分に対する公害等調整委員

会の裁定を通じて、鉱業等に係る土地利用に関し、『現実の利益衝突』が起きる

前に、公益的な観点から、事前に行政的、政策的な総合調整を図ろう」という

ことで行われているということです。 
 続いて２ページ目ですが、特許庁ですけれども、一つは審判という制度によ

って、政治的中立性を確保する。そして、専門的な技術的な立場から判断を維

持するということがあります。それと件数は非常に多いということから、裁判

所の負担軽減ということから、このような制度が設けられているということで、

さらに審級省略の制度もあるということが説明されています。 
 次いで海難審判庁についてですが、単なる行政機関による対応というだけで

はなくて、海難事故の場合には、その事故の原因究明を将来の事故防止に役立

てようとするといった観点が必要だということから、この海難審判という制度

が設けられているという説明がなされています。 
 ３ページ目、国税不服審判所についてですが、具体的に言いますと、審判所

そのものについて言えば、処分庁から独立した立場で行うような形にしている

という説明があるだけで、これの理由等については、はっきりとは書かれては



 5

いませんが、処分権者と分けるということで、第三者的な立場からの審議が必

要だと考えているということのようです。 
 それから後段の説明は、やはり国税に関しても、かなり不服審査請求が多い

ということから、事前に国税庁の中で審議を尽くした上で、さらに問題がある

ものについては裁判に諮るという意味で、多くの件数が裁判に行くということ

を防ぐ意味からも、この審判制度が設けられているということが言えるかと思

います。 
 ４ページ目ですが、中央労働委員会については、使用者による不当労働行為

が行われた場合に、労働委員会が是正救済命令を発して、迅速な救済を図ると

いうことによって、労働者の団結権等を保護するとともに、長期的で安定した

労使関係を維持、確保するための制度ということになっております。 
 次のページには、公にされ、把握できる限りのものですが、過去３年間にお

ける審判件数というものをまとめております。先ほど触れましたように、特に

新規件数を見ていただければ、特許庁及び国税不服審判所における審判数がか

なり多いということがわかるかと思います。 
 最下段に書いておりますが、公正取引委員会における審判件数は、労働委員

会より若干少ないぐらいの件数で推移しているということになるかと思います。 
 それから、最後のページに労働委員会における手続の流れをまとめてござい

ます。独禁法の場合と違いますのは、使用者側と労働者側、または労働組合と

の間における不当労働行為に関する争いの問題ですので、行政庁の処分につい

ての争いではないため、直接に権利の回復等を求めて地方裁判所に訴えを起こ

すことが可能であるという点です。 
また地方裁判所における審理では時間がかかるなどといったことから、最初

から都道府県労働委員会に審査請求を行うことも可能です。この場合は、都道

府県労働委員会から発せられた命令があった後、それに対して不服があるとき

は、地方裁判所に取消訴訟を起こすことが出来ます。審級省略制度はありませ

ん。 
さらに都道府県労働委員会から発せられた命令について、再審査請求を中央

労働委員会に行うという選択肢もあります。さらに中央労働委員会での審理を

経て発せられた命令については、地方裁判所に取消を求める訴訟を起こすとい

う構造になっているということでございます。中央労働委員会の命令について

の取消訴訟についても審級省略はございません。 
 補足説明は以上ですが、ついでにこれからの議論のこともあると思いますの

で、参考資料の方、一番下の方で、これまでの意見をまとめてある部分がござ

いますが、その中で、これからの議論のところの中心となる９ページ以降の「『審

査・審判の在り方』に関する論点と意見」を説明させていただきます。 
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 「検討の視点」としましては、例えば、中段の「迅速処理の要請と適正手続

のバランスが重要である」ということ。例えば、排除措置命令などについては、

迅速な対応というのが必要だというのは理解できるけれども、課徴金納付命令

のような権利を侵害するような処分については、適正手続が重視されるべきで

はないかというような御意見があったと思います。 
 それから、「審判において審判官と審査官が公正取引委員会職員であることや、

審判官の独立性・専門性についてどう考えるか」ということで、これは従来か

ら言われております。また、審判官は法曹資格者であることが望ましいという

意見がございました。 
 その一方で、公正取引委員会のプロパーが審判官であるという場合でも、人

事の在り方について考えるべきではないかというような指摘もございました。 
 一方、裁判官につきましては、裁判官が独禁法の事件に携わる場合には、経

済や独禁法についての知識が十分あるかという点について問題があるのではな

いかという御指摘がありました。 
 それから３番目ですが、審査・審判における防御権の保障について、アメリ

カやＥＵとの比較で、調べる方の防御権は弱いという意見がありました 
 次のページですが、今回、法改正がありまして、またそれに基づく公正取引

委員会の規則の改正などによって、かなり対応が変わってきたのではないかと

いう指摘もありました。 
 それから、「改正独禁法によって行われた審判の事後手続化についてどう考え

るか」ということにつきましては、事前聴聞、事後審判ともに中途半端な手続

になりかねないという指摘などがありました。 
 その一方で、事後化したということであれば、現在、審判で争われている内

容を裁判所においても争えるようにすべきではないかというような御意見など

もありました。 
 もう一つの観点としては、課徴金に関連する問題として、現行制度のままの

場合で手続がどうあるべきかという議論、また課徴金制度が変わる場合には、

今の手続的保障でいいのかどうかという議論や変更に伴ってどのように審査・

審判の手続が変えていくべきか、というような指摘がございました。 
 そのほかとして審判開始決定というのはもっと重みがあるべきものではない

かというような御指摘ですとか、また課徴金納付命令における調整について、

証券取引法を見習うべきではないかという御意見がございました。一方で証取

法については、今後見直されるべきという議論もあるので、必ずしもモデルと

するのかどうかということについては検証が必要ではないかという指摘などが

ありました。 
 以上でございます。 
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○塩野座長 どうもありがとうございました。それでは、ただいま公正取引委

員会及び事務局の方から前回の説明についての御質問に対するお答え、それか

ら、今、寺川参事官からの御説明のあったうちの後半部分は、前回の行政審判

に関する御意見の御紹介があったということでございます。そこで差し当たり、

まず前回の御質問に対するお答えと申しますか、再度、資料提出するべき、と

いうところについて御質問等があれば、まずそれから先に進めたいと思います

が、いかがでしょうか。増井委員どうぞ。 
○増井委員 資料１の「審査・審判期間の平均」について、いろいろ御苦労い

ただき、そしてまた、問題点の指摘等もしていただきまして、ありがとうござ

いました。 
 １つだけお尋ねしたいと思います。先ほどの説明によりますと、「審査・審判

期間の平均」という表の中には、勧告審決は含まれないというお話があったと

思いますが、同意審決は含まれるのか、含まれるとするとどの程度の割合で含

まれているのか。そこをちょっと教えていただきたいと思います。 
○伊東経済取引局長 この期間の表には、同意審決で終了したものは入れてお

りません。審判を経て審決が出たというものに限定しております。同意審決に

ついては、１回開いただけで同意審決の申し出があるようなものも含め、いろ

んなケースがございますが、そのような同意審決を除いて平均を出したもので

ございます。 
○増井委員 ありがとうございました。 
○塩野座長 諸石委員、それから浜田委員。 
○諸石委員 資料１の３ページで審決案の取り扱いで、①の「審決案の内容と

同じ審決」というのが、この過去３年をとると 100 ％ということですが、審決
案というのは、審判官が出された案に対して、それがそのまま委員会で修正が

加えられず、そのまま行ったということだそうでございます。これをもうちょ

っと違う観点から見て、審判開始決定といいますか、勧告の内容、つまり起訴

状に当たるものと審判の結果とがどれくらいの乖離があるのだろうかという点

についてお尋ねします。資料を持っているわけではないのですが、過去、公正

取引委員会ができてから、勧告と審決との認定が違った件数が２件で、そのほ

かすべて勧告どおりの審決がなされたと伺っておりますが、これが事実かどう

かということです。 
 また事前聴聞手続のない段階での勧告が非常に高い確率で維持されていると

いうことは、勧告の内容の質が高かったという見方もできましょうし、同一人

物の右手が起訴をして、左手が判決をするので、それは人格が分裂せぬ限り、

一致するのが当たり前、つまり、審判で変わるはずはないという見方もあるわ

けなんですが、審判開始決定の起訴事実と判決とが、請求棄却のような、ある
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いは無罪判決みたいなものがかつてあったのかどうか。あったとしたらどれぐ

らいなんだろうかというあたりが、もしわかりましたらお願いします。 
○伊東経済取引局長 施行以来の件数となりますと、今は分かりかねますが、

例えば、違反が認められるということで勧告をし、関係人が不応諾であったた

め、審判開始を決定し、その審判の結果、違反なしといった例はございます。

例えば、エレベーターの事件等で、審判開始決定したけれども審判の結果、違

反なしとされた事例がございます。またそれ以外にも、例えば事業者団体の行

為で、独禁法の８条１項１号、競争を実質的に制限したということで審判開始

決定したけれども、審判の結果、８条１項４号、つまり競争の実質的制限には

至らず、構成事業者の機能又は活動を不当に制限したということで、審判の結

果、審判開始決定の内容とは異なる審決になったという事例もございます。件

数は申し訳ございませんが、今、手元にはございません。 
また勧告どおり、審判開始決定どおりの結論が多いということは、それはそ

のとおりでございます。私どもとしましては、これは従来から御説明させてい

ただいておりますが、勧告をするに当たりまして、審判あるいは訴訟に耐える

だけの証拠なり、理論的な検討というものを行った上で勧告をやっています。

一方では、勧告なり、審判開始決定はもっと気楽にやって、審判で十分審理す

ればいいじゃないかという議論もあり得るかと思いますし、制定当初はそうい

う趣旨もあったんでしょうけれども、やはり、日本の法運用となりますと、そ

こはなかなかそういうわけにはいかないということで、勧告段階でかなり詰め

ている結果というふうに、私どもは理解しています。もし、同じ行政内の判断

であるから、変更があるはずがないというのであれば、審決取消請求訴訟とい

うのもあるわけでございますし、現に訴訟も提起されております。そこで公正

取引委員会の判断が否定されることもございますけれども、基本的には、公正

取引委員会の審決が維持されておるというふうに理解しておるところでござい

ます。 
○塩野座長 どうもありがとうございました。浜田委員。 
○浜田委員  最初の資料１の２ページ目でございますけれども、事件処理の迅
速化のために、審判官の数を政令で増やされたというのは、非常に大きな点で

あろうかと思いますので、期待したいところです。しかも審判官の中で、裁判

官の方が２名、それから弁護士資格を持った方が１名であるということも大変

結構なことだと思うのですが、法曹資格者であるというだけではなくて、この

分野にお詳しいことも併せて要請されるところだと思います。当の裁判官たち

にしてみれば、こちらの方に異動を命ぜられて、すぐさま、この問題を処理せ

よと言われても、お困りの向きもあろうかと思いますが、そこら辺のところに

ついて、何か工夫などをしていらっしゃいますでしょうか。あるいは弁護士を
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任期付きで採用されるに当たっても、どのような観点で選考などをしていらっ

しゃるのか。その辺りの工夫についてお伺いできればと思います。 
○伊東経済取引局長 弁護士につきましては、公募といいますか、ホームペー

ジ等で募集の案内をいたしまして、申し出のあった方から選考ということにな

ります。そこはいろいろと面接等もさせていただいて、選定させていただいて

おるということでございます。 
 あと、審判につきましては、裁判官はプロでございますから、審判手続とい

う意味では、十分やっていただけるというふうに考えております。しかし一方

で、やはり独禁法ということになりますと、それなりの知識、あるいは経済に

関する知識等も必要になります。そういう意味で、私どもとしましては、やは

りすべて法曹資格者にする必要があるのか、逆に言うと、やはりそういう独禁

法なり、経済の実態に詳しい者も交えて、そういう合議体で審判をやるのがい

いんじゃないかというふうに考えております。人事のローテーションは、従来

から十分配慮をしておりますが、公正取引委員会の職員を審判官に加えて、法

曹資格者と合議体を組んで処理する体制をつくっているところでございます。 
○塩野座長 村田委員。 
○村田委員 先ほど諸石先生から御質問された点の関連質問でございますが、

審判開始決定書と異なる審決案が出た全体の数は今の時点ではわからないとい

うお話でございましたが、平成 14年度から 16年度の 57件につきましては、審
判開始決定書と同じ内容の審決案が出されているという理解でよろしいのでし

ょうか。 
○伊東経済取引局長 少なくとも、この審決の中に違反なしの審決はなかった

と思います。 
○塩野座長 どうもありがとうございました。よろしゅうございますか。行政

審判の方、累計別の説明、どうも御苦労さまでございました。ただ、私の方か

らというのもなんですけれども、行政審判だからといって、決まったルールが

あるわけではないようですね。それからもう一つ、行政審判という名前が付い

ていないから、しっかりした不服審査の手続がしていないかというと、人事院

の不利益処分の審査等々がございます。ここは行政不服審判という審判という

名前がついているものを調べてくれないかという、そういう御要望として承っ

ておりますので、これで日本の行政審判全部総ざらいしたとかということでは

ありませんし、ここで何か一つのルールが、行政審判だからこうだというよう

なルールが決められているというわけでもないというふうに私は理解しており

ます。宇賀さんの見解が別であれば、ちょっと宇賀さん補足してください。 
○宇賀委員 同じでございます。 
○塩野座長 行政法の者が二人そう言っておりますので、そういう資料として
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お使いいただきたいと思います。 
 それでは、早速討議に入りたいと思います。前回、既に御議論を賜っており

ますけれども、それにつきましては、先ほど寺川参事官の方から概略の御紹介

がありました。そのときにも触れられているところではございますけれども、

審判・審査手続の在り方につきましては、現行の課徴金制度を前提として、あ

るいは現在の公正取引委員会の制度を前提とした上で、どうするべきかという

議論の問題が１つ。 
 そうではなくて、課徴金制度は変わるとなると、新たにこういうふうなこと

を考えなければいけない、という両方の問題があるかと思います。この検討会

というのは、すべてのものをもう一遍考え直すというものなんだから、今さら

現行制度を前提として行政審判制度の在り方だけを取り上げるのはいかがなも

のかという御意見もあろうかと思いますけれども、しかし、ここは出口のとこ

ろはわかりませんので、現段階でも、そういう複数の角度からの御意見がいた

だければというふうにも思っておりますので、よろしくお願いいたします。 
 それでは、どなたからでも結構でございますから、御自由に。村上委員。 
○村上委員 先ほどの課徴金のところというか、行政制裁金のところの整理内

容ですが、この前強調したはずの意見が１つ入っていない感じがしますので、

そこだけ追加していただきたいということで、繰り返させてもらいます。 
 私が申し上げたのは、７ページの課徴金でＥＵの行政制裁金のところでして、

裁量については非常に広すぎて問題があるという形のニュアンスで意見がまと

められていますけれども、むしろ、この前強調したのは、ＥＵ型のようなもし

くは欧州で使われている行政制裁金であっても、制裁金額算定のためには一定

のルールがあるのであり、したがって、無制限の裁量ではなくて、一定のルー

ルはあるというのと、それから最終的な行政当局の裁量金額の是非については

司法審査も働く、裁判所において行政庁の裁量権の行使には必ずチェックが働

くという点が、前回、一番申し上げたかったポイントになります。そこが抜け

ているので、そうすると、裁量型の行政制裁金に対する批判のところだけが書

かれていて、プラスの見解が書かれないというのは、おかしな感じになろうか

と思いますので、７ページに、ぜひ付け加えておいてもらいたいと思います。 
○塩野座長 そこはお申し出として承ります。 
○村上委員 その次に、最初に私が申し上げた、日本の手続を見直す必要があ

るだろうというのと、やはり外国と比べると、日本の手続というのはユニーク

なところがあるのではないかという形でまとめられています。それを今回、本

格的に議論するというので、諸外国の手続と比べて、日本の現行手続というの

は、独占禁止法違反事件の事件処理手続として、どのぐらい変わった手続であ

るか、そこだけ説明させてもらいたいと思います。これは余り皆さん異存がな
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いというところだと思いますので、少し丁寧に。 
 資料としては、前回の資料で資料５というのがございまして、そこには「主

要国競争法において手続の流れ」という１枚紙があります。できましたら、こ

の１枚紙だけを見ながら聞いていただければと思います。 
 日本、アメリカ、ＥＵ、イギリス、フランス、ドイツ、韓国までの、いわゆ

る競争法違反事件についての事件処理手続というのがずらっと並べてございま

す。 
 その前に日本の手続をもう一回繰り返しますと、公正取引委員会が行政調査

を行い、違反行為があると判断すると事前通知をして、弁明の機会を与えた上、

まず排除処置命令を下し、この命令に不服のある者は審判を請求して、審判請

求を受けて公正取引委員会が審判手続を開始して、審判手続を経て審決を下す

という、そういう形の手続が今の手続になります。 
 私がこれから申し上げたいのは１点だけです。世界中の競争法の事件処理手

続をずらっと見ても、調査をし、行政処分を下した行政機関が、その後で事後

的に不服申し立てを受けて、それで裁判に準ずる対審構造というか、三面構造

の行政審判を行うという制度をとっている国は、世界に一国もないだろうとい

うのが、これから私が申し上げるポイントになります。 
 それでまず、この一覧表を見ていただきまして、イギリスの制度についてだ

けは、ここに「競争控訴審判所審判官による審判」という、これだけがちょっ

と違った形で書いてあります。英米法系の国では、いわゆる審判所という事後

審判というか、不服審査のための行政機関が設けられているということはよく

見られることです。 
 審判所というのは、どんなものであるかというと、いわゆる調査をして処分

を行う行政機関とは異なるものであります。それで審判所のメンバーというの

は、連邦裁判所の判事と学識経験者で構成される、そういう意味で非常に準司

法的性格が強い独立の行政機関というのが、審判所というものの性格になりま

す。 
 一番典型的な例としては、英米法の国ではカナダを見ると、通常の競争法違

反事件について、競争当局が調査の結果、違反があると判断すると、裁判所で

はなくて、第一審に相当する競争審判所に命令を求めて審判を申し立てる。そ

して、競争審判所がその審判の申し立てを受けて、審判を行って決定で命令を

下すという、そういう形になります。そういう意味では競争審判所が、いわゆ

る第一審の裁判所の役割をして、メンバーも連邦裁判所の判事と学識経験者が

構成されている独立の機関という形になります。 
 イギリスの制度については、余り詳しくはないのですけれども、書かれた本

を読みますと、イギリスの制度も競争当局が違反があると考えると、審判所に
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事件を付託するという表現が使われていますので、カナダに近いような制度で

はないか。この辺は調査で補充してもらえればと思います。 
 いずれにせよ、まず第一点で強調したかったのは、この表の中でイギリスの

制度だけがＥＵとか、フランス、ドイツと違った制度になっていますけれども、

ある意味では、この審判所というのは、準司法的な機能を持つ独立の行政機関

であって、決して競争当局が申し立てを受けてもう一回審査するという、そう

いう同じ機関がやっているものではないわけです。いわゆる、調査して行政処

分を下す行政機関と、その審判所というのは全く違う機関であるし、審判はそ

ういう意味で準司法的な機能を持つ機関と、まずこのイギリスの制度を理解し

てもらえればよろしいかと思います。 
 もう１か所違う制度がとられているなというのが紹介されていたのは韓国の

制度で、意見陳述の機会の付与というので、事前手続があって、公正取引委員

会による不服審査というのが違った手続として紹介されております。韓国の公

正取引委員会の処分に不服のあるものは、韓国公正取引委員会に異議申立を行

うことができる。これは確かであります。法制上も韓国公正取引委員会は受理

したら、60日以内に採決をしなければならないという形になっています。 
 ただ、これはここに書いてありますように、不服審査と書いてあるのですが、

一般的な異議申立の手続であって、決して三面構造とか、対審構造をとる行政

審判をやるというわけではありません。単純に異議申立があって、それを内部

的にもう一回再審査するという、いわゆる簡易の見直しのための手続であり、

決して同じ当局が行政審判をやるというわけではなくて、もう一回異議申立を

受けるというだけの話です。 
 しかも韓国の手続ですら、下に注で書いてありますように、この異議申立を

しない、不服申し立てをしないで、直接に裁判所に司法審査を請求できること

になっているわけです。そういう意味では、ＥＵ、イギリス、フランス、ドイ

ツ、韓国、日本、アメリカと書いてありますけれども、世界中の競争法違反の

事件処理手続法をずらっと見ましても、同一行政機関が、その後自らの決定に

ついて不服審査を受けて、裁判類似の行政審判まで行うという手続は、私は世

界の競争法違反手続で見たことはありません。これは多分、世界に存在しない

手続であって、それだけ異常というか、変わった手続でり、いずれにせよ、見

直すべきであるというのが、これが私が最初に申し上げたいことの話になりま

す。 
 第２点目は、それでは、ほかの国の制度などを比較して、国際的に見て、ど

ういう手続がとられていて、日本でも手続の国際的な比較をやった場合に、競

争違反にはどういう手続を採るべきかということについては、説明させてもら

いたいと思います。 
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 これは比較法的な話なので、余り誰からも異存は出てこないことだと思いま

す。 
○塩野座長 ちょっとよろしゅうございますか。外国調査もありますので、ま

た二度繰り返すことになりますので、簡単にお願いします。そして、不案内の

ところは外国調査に、こういう点をお願いしたいと、むしろ調査の方にこうい

う点を補充していただきたいということを、あるいはこの点を重点的に調べて

いただきたいということをお述べになりますと、非常に成果があると思います。 
○村上委員 わかりました。それで意見も続けて言ってよろしいですか。 
○塩野座長 意見の方は言っていただいていいですので、外国法はこうだとい

うことを、今縷々お述べいただいても繰り返しになりますので。 
○村上委員 意見だけで。結論から申し上げますと、英米法系の手続のように

行政機関が裁判所に排除措置命令を求めて、それで裁判所が命令を出して、そ

れで不服があれば上訴するという手続は、日本の基本的な大陸法的な手続の考

え方なり、発想とは違うので、そこまでいくのは難しかろうと思っています。 
 そうすると、あと世界で残っているのが、日本の改正前の続きです。いわゆ

る事前の行政審判を行い、審決を下して、審決取消訴訟を申し立てるという、

日本の改正前の手続、アメリカの連邦取引委員会の手続というのが一つ残る形

になります。 
 それともう一つ残るが、大陸法系の日本の一番基本的な手続であると。公正

取引委員会である行政機関がまず調査して、告知聴聞ではありませんけれども、

事前通知して、弁明のための機会を与えて、排除措置である行政処分を下す。

それに対して、裁判所に対して行政処分取消訴訟を申し立てるというのが、日

本の原則的な手続であります。私はどちらかにする必要があると思います。そ

れでどちらかというと、私は日本の事前の行政審判手続というのは、今までの

例を見ると、審判官の独立性が確保されていないとか、判例法の形成において

は、裁判所の判決と比べて、公正取引委員会の審判審決の役割が低いという意

味で、日本の事前行政審判というのは、うまく機能していなかったというのが

私の受け取り方なもので、せっかく今回の改正で事前手続については大陸法的

な行政手続を導入したことでもあるので、行政処分を行い、その後直ちに地方

裁判所に取消訴訟を提起できるようにすべきであるし、そのときの受け皿とし

ては、むしろ、地方裁判所に独占禁止法違反事件を専門的に処理するような、

専門部をつくるという、そういう形でやるのがいいのではないかというのが私

の意見になります。 
○塩野座長 外国法では、この点についてだめ押し的でも、あるいはもう少し

深堀をしてほしいといったようなことはございますか。例えば、先ほどイギリ

スについては、自分は詳しくないとおっしゃいましたが、そこは調べてもらう
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とか。 
○村上委員 もう一つ、外国法で確認してもらいたいのは、これは今の手続と

いうのは、排除措置命令と課徴金納付命令というのは独立した命令であるとい

う形で、送達した後、違った法律効果を持たせていますが、外国の場合には、

排除措置命令と課徴金納付命令というのは、同じ決定中の２個の命令という意

味で、どういうことになるかというと、単一の手続に従いますので、執行力と

か、確定とか、上訴などが課徴金納付命令も排除措置命令も１つの決定の中に

入る２つの命令なので、同じ運命をたどっていくという形の手続をとっている

国が多いと思います。そこは調べてもらいたいと思います。 
 ただ、付け加えますと、今の課徴金制度のもとでは、そういう手続は無理だ

と思います。というのは、現行課徴金制度のもとでは違反行為がなくなり、終

期が確定しない限り、課徴金額を算定できないので、課徴金納付命令が出せな

いという形になります。今の課徴金制度のもとでは２つの命令をまとめるのは、

なかなかできないと考えていますけれども、裁量型行政制裁金を導入して、例

えば、現行手続に合わせて、カルテルについて実施期間を考慮して上限金額を

対象商品の前年度売上額の 15％の３倍という、そういうような、仮に本当に行
政制裁金みたいなものを導入した場合には、決定中に排除措置命令と課徴金納

付命令の２つを併せた一つの決定で、外国はそうやっていると思いますので、

その手続に従った方が手続としては、きれいに動いてくるのではないかと思い

ます。 
 以上です。 
○塩野座長 どうもありがとうございました。ほかにはいかがでございましょ

うか。増井委員。 
○増井委員 審査・審判の在り方について、２つほど問題の指摘をしたいと思

います。 
 １つは審判前の事前手続と審判後の事後手続とが重複しないかという点です。 
 もう一つは、排除措置命令の手続と課徴金納付命令の手続とを分離する必要

があるのかという点です。 
 最初の方ですけれども、独禁法は審査段階で意見陳述や証拠提出の機会を与

えている。その後に審判手続に入ると、特に法 59条あたりを見ますと、いろん
な証拠調べ等を行うということになっているわけです。これは手続的にかなり

重複する部分が多くなるのではないか。特に運用する場合、証拠提出の機会や

意見陳述の機会と審判とを比較すると、実際上、その中身は余り変わらないも

のになるのではないかという感じがしております。 
 そういう意味からすると、現在の制度は、いわば屋上屋を架する制度になっ

ているのではないか。確かに、両方をあわせて適正手続を保障するという考え
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方もあるかもしれませんけれども、このようなこのような法制度が法定された

結果どうなるかというと、公正取引委員会の負担の非常に重くなる。それから、

被審人等の負担も重くなる。悪く考えると、適正手続だとか、被審人である事

業者の権利利益の保護という名前のもとに、審決の引き延ばしに使われる可能

性が出てくるおそれがあるのではないかという気がします。 
 そのことは先ほど御紹介いただいた審判件数の増加や審理の長期化が懸念さ

れる今日、ちょっと看過しにくいように思うわけです。そればかりではなく、

行政手続法の立場からすると、金銭の納付関係については、そもそも「弁明の

機会」すら与える必要はない。そして排除措置命令の関係についても、せいぜ

い「聴聞」よりも簡単な「弁明の機会」を与えれば足りるという構造になって

いるわけです。なるほど改正後の独禁法は、この行政手続法の規定は適用しな

いということに規定してありますし、私自身、現在事前手続と事後手続の関係

をどう調整するかということについての考えは決まっているわけではありませ

ん。少なくとも、告知・聴聞に当たるようなことはやらなければいけないんで

しょうけれども、それを事前手続とするのか、事後手続にするのか、そしてま

た、その内容をどの程度のものにするのかということは詰めて考える必要があ

るのではないかと思います。この問題は先ほどちょっと指摘がありましたけれ

ども、地方裁判所という一審の審級の利益を奪うのかどうかという問題、ある

いは公正取引委員会の専門的な知見がどの程度役立つかという問題と若干リン

クする問題だろうというふうに思っています。 
 また、この問題は理論点な問題だけではなくて、実際的な問題、例え、税金

や特許の関係のように非常に大量処分の場合には、やはり事前にやるのはでき

ないというような観点も考慮する必要があるだろうという感じがしています。 
 第２番目の問題は、排除処置命令と課徴金納付命令の手続とを分離する必要

があるかという問題です。これは、細かな問題は別としまして、考えてみます

と、審査をする、審判をするという場合に、一番問題になるのは、独禁法違反

の事実があるかどうかという事実を確定するという作業が先行するわけです。

そして、その後に法令を適用してどういう罰金をするのか、あるいは課徴金を

課すのか、あるいは排除措置を考えるかということを検討することになるわけ

です。その「事実の認定」や「法令の適用」という基本的な部分は、排除措置

命令であれ、課徴金納付命令であれ、共通です。そこをなぜ分けなければなら

ないということになるのか。 
 現行法、改正法は 64条で併合することができると規定しているわけですけれ
ども、本来、一体的性質のものではないかという感じがしております。 
そういうことを踏まえると、排除措置命令の手続と課徴金納付命令の手続と

を一緒にやっていって、排除措置命令についての判断ができれば、早めにその



 16

手続を分離する方が望ましいだろうし、効率的だろうと考えています。 
 仮に両者の手続を分離しますと、審判官とか、審査官とか、その他の職員も、

それぞれの手続について担当者を決めなければならない。それから、手続や記

録についても重複の面はどうしても出てくる。さらに、被審人の側の対応も煩

瑣である。いろんな意味で分離すると無駄が出てくるのではないかという感じ

がしています。 
 現に先ほど話題になりました不当労働行為に対する救済命令の場合でも、審

判に当たるもの一括してされ、ポストノーチスをやったり、バックペイの支払

いを命じたりする。このように、言ってみれば、課徴金納付命令と排除処置命

令を一緒にやっているという類型もあるわけなので、なぜ今度の改正法の 64条
が分離をする建前をとったのかというところは考え直していいのではないか。 
以上、要するに、今度の改正法は事前手続と事後手続に分け、かつ課徴金納

付命令と排除措置命令とに分け、結局、手続を４つに区切っている。そんなに

細切れにしないで、なるべく関係者が効率的に事件処理をできるように配慮を

する方向で考えられないのか。そんなことをちょっと御議論をいただきたいと

思っています。 
 以上です。 
○塩野座長 どうもありがとうございました。今の２つ点はいずれも審査・審

判、これを効率的に、裁判もそういうふうに動いているので工夫はないものか

どうか、現行制度がそれにマッチしているかどうかという点でございました。

そして、事前事後のところで二度手間になっているのではないか、また原則法

律上は分離になっているけれども、実際上はどうか、という事実についてのお

尋ねがございました。この点について、公正取引委員会からコメントあります

でしょうか。 
○伊東経済取引局長 改正法のもとでの手続は、確かに事前手続と事後手続が

ございますが、これが重複するのではないか、かえってそういうことで長期化

するんじゃないかという御指摘ですが、これは運用をまず見ていただくしかな

いかなというふうに考えています。 
 新しい法律、改正法のもとでの第１号事件が３月末に出されています。沖縄

県における談合事件でございます。そういう個別事例で、我々できるだけ効率

的にということで考えていますが、具体的な運用を報告させていただくという

ことで、それを材料に御議論いただければと思っています。 
 排除措置命令と課徴金納付命令ですが、従来はまず本案手続をやって、それ

が終わってからじゃないと課徴金の手続に入れなかったわけです。そういう中

で、これも今御指摘がありましたように、課徴金といっても違反があったかど

うかというものも関連するようなところもあって、内容的に文字どおり重複し
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ていた、無駄があった。それを改善したいということで、別々の命令にするか、

一本にするかという問題がありますけれども、少なくとも、争点の繰り返しと

かというような重複は避けたいために、同じ手続でやれるようにしました。併

合の規定を設ければ、分離の規定も規定上設けざるを得ないので規定をしてい

ますが、主として、ねらいは併合してやるんだということで新たに 64条を設け
た。こういう趣旨でございまして、御指摘のような趣旨を踏まえて、新しい手

続を定めたつもりでございます。 
 また、運用でも十分、そういうことを留意してやっていく必要があるのでは

ないかというふうに考えています。 
○塩野座長 どうもありがとうございました。施行してまだ間もないことです

ので、運用をどの程度蓄積されたかわかりませんが、また改めて少し運用事例

がたまったところで、また御説明いただくことがあるでしょう。どうもありが

とうございました。小林委員、どうぞ。 
○小林委員 審査審判における防御権の問題ですが、調べられる方の防御権が

弱いという事に関して、２点あります。調書作成において弁護士の同伴を認め

ない理由というのが、どういう点にあるのか。といいますのは、弁護士の同伴

が認められないがために、調書の作成プロセスについて、むしろ疑義が発生し

て、そこに公正取引委員会側のプロセスについての疑問が発生するようなケー

スがあるのであれば、むしろ、弁護士を同伴させる方がプロセスとして明快で

はないかと考えます、なぜ弁護士の同伴が認められていないのか。 
 それからもう１点は、審査官資料の開示がないという点ですけれども、これ

もやはり審査官の資料の開示があることによって、むしろその後の審判手続に

おいて、論点が早く明確になって、手続が早く進むのではないかと考えます。

この点について、現状、資料の開示を行っていない理由というのは、どういっ

たことでしょうか。 
○伊東経済取引局長 第１点目の調書の際の弁護士の同席について、現状とい

うことで申し上げますと、それは認めておりません。基本的には、調書といい

ますか、事情聴取というのは、それぞれ実際に違反事件に関与した者から、そ

の経験等を聞く話でございますから、それに弁護士の立会いが必要だというふ

うには考えていません。別にこれは公正取引委員会だけ、あるいは独禁法違反

の処理手続だけが、そういうことを認めていないということではありません。

日本では刑事手続を含めて、そういうことにはなっておらないというふうに理

解しておりますし、そういう中で独禁法だけ、そういう対応が必要だというよ

うな理由があるというふうにも思っておりません。そういうことで現状認めて

おらないということでございます。 
 次に審査官の資料の開示でございます。これはまた審判手続ということにな
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れば、審判への提出資料というのは、当然すべて出すわけでございます。さら

に言えば、「手元の証拠を皆出しているわけではない。それを見せろ」というこ

とかと思いますけれども、それにつきましては、例えば、審判手続であれば、

そういう文書提出命令を申し出れば、当然、それは特定した形であれば、およ

そ一切の文書を出せという命令を求められても、ちょっとそこは困りますけれ

ども、ある程度必要性と文書を特定して、提出命令という申し立てがあれば、

それには応じる、こういう形で対応しているところでございます。 
○塩野座長 宇賀委員どうぞ。 
○宇賀委員 これは外国法調査で、特にヨーロッパの方の調査をされる方にお

願いしたいことなんですけれども、前回出ました、先ほど村上委員が指摘され

た主要国の競争法における手続の流れの事前手続のところで、例えば、ＥＵと

フランス同じ聴聞という訳になっていますし、イギリス、韓国は意見陳述とな

っていますけれども、子細に見ていくと、いろんな相違があると思うんです。

我が国の現在の改正独禁法での意見陳述、証拠提出の機会は行政手続法の適用

を排除していますので、行政手続法の弁明の機会の付与とも違うし、聴聞とも

違います。実際には証拠についての説明は、弁明の機会の付与では義務付けら

れていないことですので、行政手続法の言う聴聞と弁明の機会の付の中間的な

性格を持っているというふうに思います。 
 実は改正独禁法の審査・審判の手続は、かなりの部分、公正取引委員会の規

則に委ねていまして、したがって、法律を改正しなくても規則のレベルで対応

できる部分が非常に広いというふうに思うんです。そういうこともあって、公

正取引委員会の規則レベルで何が可能であり、何をすべきかを検討するために、

各国の事前手続が、例えば証拠開示についてどうなっているかとか、そのあた

りを少し詳しく調べていただければと思います。 
○塩野座長 それに反論するわけではありませんけれども、ドイツの

rechitliches Gehörというのが何を意味するのか。私も当初、ヒアリングという
と口頭だと、アメリカ人はヒアリングというと全部口頭でやるものばかりと思

っておりましたが、いやいや、電話によるヒアリングもあるんだとか、いろい

ろなタイプがありますから、そこはせっかく外国まで行くのですから、

rechitliches Gehör、あるいはヒアリングが、具体的に実際問題としてどう動い
ているかをよく見ておいてください。よろしいですか。 
○村上委員 今のところはちゃんと調べてもらいたいと思います。当然、事後

手続の行政審判を仮に廃止する場合には、そのかわりに事前手続を充実させて

やるという形の内容にならないとおかしな話になると思いますので、そこは外

国はどうやっているかというのは、調べてもらいたいと思います。 
○塩野座長 村田委員どうぞ。 
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○村田委員 先ほど審判手続の中で、審判への提出資料というのは、当然、す

べてを出すというお話がございましたけれども、実際の運用としては、そのよ

うになされていないのではないかというふうに思います。文書提出命令という

申し立てがあれば、それには応じるともおっしゃいましたが、必ずしもそのと

おりではないケースもあるように思います。 
  当事者として、自分のところから提出した資料につきましては、もちろん、
開示されるわけですけれども、その審判事件に関して、例えば、ほかの会社か

ら押収された資料にどのようなものがあるのか、あるいは、ほかの会社の方の

供述調書にどのような内容が書かれているのかということについては、被審人

にとっては、基本的にその存在自体がわからないものであり、逆に、何らかの

形で、このような証拠があるはずではないかということで、それを審判手続の

中で申し出ても、開示されないというのが今の運用ではないかと聞いておりま

す。したがって、このような審判手続における課題がある以上は、先ほど御紹

介がございました労働委員会のように、公正取引委員会の審判手続以外に、直

接当事者が地方裁判所に訴える方法を並行して認めるということについても、

十分理由があることではないかと考えます。 
 また、先ほど冒頭の資料の御説明の中でも、審判の本案審決が出るまでの期

間が平均２年間ということでございましたが、２年経っても結局、その審判開

始決定書どおりの審決しか、結果として出ていないものが大半ということです。

それ以外の手続が、法律上や規則上定められていても、実際として、それが適

用されていないことを意味しておりますし、ほとんどの企業が、この審決手続

の中で、委員会に対する異議申立てと直接陳述を行っていると思いますが、こ

れに対して委員会の考え方が示されたものも１件しかないということでござい

ますので、そういう意味でも、手続がせっかく定められていても、それが適用

されていないことについては、課題があるのではないかと考えます。 
 特に前回、御説明がございました東芝と日本電気に対する件は、本案審決が

出るまでに 1,666 日ということで、４年半の間、審判手続を行って、結果、審
決案どおりの審決が出されましたが、東京高等裁判所では、その公取委の審決

の取消が認められたのでございます。審判開始決定までに１年以上かかってい

るということを考慮すると、企業が５年半かかってようやく無罪の判決を勝ち

取ったというケースであり、本当にこれが適正手続と言えるのかという観点か

らも、やはり早期解決のためには、審判手続きを経ないで、地方裁判所に提訴

する方法も認められるべきではないかと考えております。 
○塩野座長 今は御意見ですね。諸石委員、それから山本委員。 
○諸石委員 小林委員の御質問と、それに対する伊東局長のお答えで、弁護士

の立会いの件については、刑事手続でも認めていないではないかという御説明
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でしたけれども、刑事手続だと調書を証拠に採用する場合には、いろいろと要

件があり、まず法廷での証言が優先し、それに自己矛盾の供述と言ったような、

あるスクリーニングを経てその調書の証拠調ができる。公正取引委員会の手続

では、そういう証拠能力の制限というのがなくて、すべて自由になされるとい

うふうに理解をしておりますが、その理解が正しいのか、刑事手続ではそっち

の方で制限をかけているけど、公正取引委員会の方ではどっちでも制限をかけ

ていない。 
 もう一つは、証拠提出命令で書類を特定したら出すということですけれども、

現実にそうなのか、今、村田委員が言われたように、他社に関する証拠、それ

が自社の罪状認定の決定打になるけれども、それについての開示はなかなか認

められないとか、あるいは特定しろといっても、何があるのかわからない。暗

室の中で見えないものを、請求書が何という書類であるかを特定せぬと出さな

いというよりも、電灯一つつけて何があるかを閲覧はさせるとか、その程度は

運用でできることかと思うのです。そういうことをやるつもりがあると伺うと、

多分、被審人の方も安心をするのではないかと思います。そこらの扱いについ

ては非常にストリクトに見せないと、説明する証拠の範囲は、被疑事実を裏づ

ける証拠は見せるけれども、被疑事実を堀崩す証拠は見せない。こういうお考

えを徹底されているのかどうか。 
○塩野座長 御質問ですが、なかなか微妙な問題なので、今すぐお答えくださ

いということは難しいと思いますので、また、そういう御質問、あるいは御疑

念があるということは認識しておいていただきたいと思います。どうもありが

とうございました。山本委員。 
○山本委員 先ほど弁護士の立会いということは、一般的に認められていない

んだ、捜査の段階、刑事でも認められていない、とありましたが、これが既定

路線のように判断されては非常に困るのでありまして、今、弁護士会の方でも

我々としても捜査の透明化というような観点から、それを乗り越えていこうと

いうような考え、波を起こしておるところでございますので、そういう観点も

あるということは御指摘しておきたい。 
 それから先ほど村田委員、それから村上委員もちょっとおっしゃっておられ

たことでありますけれども、課徴金納付命令の対象とされておるような不当な

取引制限に対する排除措置命令や課徴金というふうなものは、命令が発せられ

た段階で、すでに効力が生じているわけでございますから、それに対して異議

を申し立てる手続というものについては、公取委による現行の審判制度と、そ

れから裁判所に対する命令取消訴訟のいずれかの選択制というふうなことを考

えてもいいのではないか。この選択制というふうなものも考える必要があるの

ではないかというふうに思います。 
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 いろいろ理由はあるんでありますが、５点余り指摘しておきますと、現在の

課徴金といいますのが、単なる行政命令というものを越えて、制裁的な要素を

非常に色濃くするものになってきたというふうなことを聞いておりますので、

そうである以上、一方では司法判断を求めていくというのは、ごく自然の理で

はないかと。特に行政訴訟の範囲の拡大と、行政事件訴訟法で、行政訴訟の範

囲の拡大というのは昨今の一般的な傾向でありますし、この間も法改正がなさ

れました。そういうような点を踏まえまして、行政訴訟の範囲の拡大というこ

とも考えていっていいんじゃないかというのが１点です。 
 それから、公正取引委員会としても審判手続を主宰するということになりま

すと、かなり重荷になる、負担を軽減するという選択肢で裁判所に回せば、そ

れだけ他の機能を充実させることができるんじゃないか。これが第２点。 
 第３点が、先ほど村上委員御指摘のとおり、国際的な観点からおっしゃられ

たわけでございますが、排除命令とか、課徴金納付命令を裁定した事案につき

まして、同じ公取委が審判手続を行うということに対しては、やはり審査機関

と審判機関が同じであるということについては、不信とか、疑問はぬぐえない

点がある。 
 これはちょっと例が妥当なのかどうかわかりませんけれども、何となく奉行

所のような感じを受けて仕方がないものですから、ちょっと申し上げておきま

す。 
 それから、４点目が法曹の裁判官の出向などを求めておられるようでありま

すけれども、そういうようなことはしないで、初めから裁判所に行けば、一方

ではいいのではないかというような気もいたします。 
 それから５点目でありますが、これは問題だと思うんですが、独禁法違反事

件というのは特殊性があるというふうに言われてきておりますけれども、本当

に特殊性というものは、それだけのものがあるだろうかというふうに思われる

点があります。 
 知的所有権、医療過誤、これは以前司法界では特殊事件だと言われてきてお

りましたけれども、現在、裁判所では、これは特殊事件とは認められていない

というふうな状況になっておりますので、そういう特殊性というものをそんな

に強調する必要ではないのではないかというふうにも思っておりますから、結

論としては選択制というふうなところで落ち着けてはどうなんだろうかという

ふうに思っております。 
 以上です。 
○塩野座長 どうもありがとうございました。御意見として承りますが、先ほ

どの公正取引委員会が検察官と裁判官で両方みたいのはおかしいというのは、

もともとアメリカでも職能分離の議論がいろいろありまして、その辺、中川さ



 22

ん行かれたときに、向こうの人もいろいろ工夫をしていると思いますので、ア

メリカの情報は当然のことながら、視野に入っていると思いますけれども、注

意していただけますかね。どうもありがとうございました。 
○西田委員 その点は公正取引委員会の命令に対する取消訴訟ですと、土地管

轄としては当然、東京地裁に限定されてくることになるんじゃないですか。 
○山本委員 恐らく、そういう発想もあり得ることだと思います。 
○西田委員 関連してですが、刑事事件については、もう各地裁に地検と地裁

に下りたとすれば、御指摘のように、この行政訴訟についても、もう地裁段階

に下ろすと。そこは選択制にするのがいいのか、それとも全面的に行政処分の

取消訴訟ということでやるのがいいのか、訴訟費用とか、そういう問題まで考

えますと、企業の方では選択権がほしいというようなお考えもあるかもしれま

せんが、そこはやはり、どこかで決断して、全部司法審査に委ねるという方向

も私は考えるべきかと思うんです。その際、一番最終的に問題になるのは、専

属告発の問題、これは刑事ではありますけれども、公正取引委員会の経済政策

的な判断というものを、どれほど尊重すべきであるか。公正取引委員会がそう

いう経済政策的に、これは課徴金や排除措置だけにしようとか、これは告訴し

よう、告発しようというような、そういう政策的な判断をする時期はもう過ぎ

ているのかなという気もちょっとするものですから、そのあたりの政策官庁と

しての公正取引委員会の在り方というものまで、問題はずっと突き進めていく

と、そこまで考えざるを得なくなるのかなという気がいたしております。 
○塩野座長 そういう問題はあるということは皆さんも御承知かと思います。

ただ、広げれば広げるほど、我々の与えられた時間の中での掘り下げは薄くな

るということを十分御理解の上、これからの議論をしていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いをいたします。根岸委員。 
○根岸委員 今の基本的な議論は、やはり公正取引委員会という委員会制度と

いうか、審判制度というか、公正取引委員会の在り方そのものに関わっており

ます。そういうことまで全部洗い直しをするというのであれば、もちろんそう

いうことを議論していただきたいと思いますが、相当それは大きな議論だと思

います。 
非常に大きな議論ですが、もう一つは、例えば弁護士の同席であるとか、あ

るいは証拠開示であるとか、そういう問題は、これはもちろん運用とか規則な

どで解決できる問題ですので、それはそれとして、また別途議論していただく

ということで解決可能ではないかと思います。そして基本的な問題として残る

のは、やはり今回の改正で、いわゆる事前手続と事後手続にしたということが

一番大きな問題であろうかと思います。 
 改正の趣旨は御案内のとおりですけれども、事件の迅速処理と適正手続の要
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請を調和するという観点で、このように改正されたということであります。こ

れは正直言いまして、運用を見てみないとわからないところがありまして、制

度として根本的におかしいということではあれば、もちろん、おかしいという

点を指摘いただくことは構わないんですけれども、運用を見てみないと、実際

にそのような要請がうまく調和的に実現できているかわからない。ということ

で、今、実際に改正法で行われているということでありますので、その運用を

しっかり見たいと思います。 
 同じことですけれども、確かに排除措置命令は行政処分として命ぜられると

いうことでありますので、基本的に失効しないという仕組みになっているんで

すけれども、これも効力の停止という制度がありますので、これもやはり運用

がどうなるかということであります。おそらく、私的独占の排除行為、あるい

は不公正な取引方法の様々な行為について、いろいろ評価が異なるとか、事実

関係が複雑だというときには、簡単に失効させずにそのまま執行してしまうと

いうことは、やはり適切ではなかろうと思います。ただ、多くの場合、談合と

かカルテルの場合、簡単に失効させるのかなというふうに思いますけれども、

しかし、それは事案によって、うまく適切に運用していただくということであ

って、根本的に制度として欠陥があると私どもは思いませんが、そういう点で

運用を見たいと思います。 
 それから、事前手続と事後手続で重複、屋上屋という指摘もありますけれど

も、もちろん、これもやってみないとわかりません。事前手続は意見申述・証

拠提出の機会ということであり、事後手続と比べれば、相当簡易な手続で迅速

に処理するということであります。事後は、いわゆる従来の審判手続でありま

すので、相当慎重にやるということでありますので、これらは相当違うもので

あり、屋上屋ということではないというふうに思います。 
 それから、この排除措置命令と課徴金の納付命令につきましては、増井委員

のおっしゃるとおりのところがありますが、これは伊東局長から説明がありま

したように、もともとは全く分離していた、あるいは全く別々に行っていたの

を、むしろ統合してできるだけ効率的ににしたいということで今回改正をした

ということです。しかしだからといって、全部一緒にするということになりま

すと、これはちょっと難しい。 
 なぜかと申しますと、要件がやはり違うわけです。もちろん違法な行為があ

ったかということと、それから法令の適用は基本的に共通している部分であり

ますが、課徴金の方はかなり細かい認定が必要でありまして、実際のカルテル

行為の始期、終期、その売上額がどうかとか、かなり個別の問題を処理しなけ

ればならない。したがって、共通しない部分が相当あるわけでありますので、

共通する部分は確かに同時か、あるいは併合するということが望ましいと思い
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ますけれども、そうでない部分は、どうしても、これは別にやらなければなら

ないのではないかというふうに思います。 
 それから、排除措置命令と課徴金納付命令というのは行政処分として命じら

れるということでありますので、したがって、それに対する取消訴訟という点

で裁判所に行くということは、もちろん選択肢としてあり得ると思います。 
 ただ、それは公正取引委員会という委員会を置いたという、その趣旨は十分

考えていただきたいと思います。例えば、そういうふうに選択制というのもあ

るし、選択じゃなくてすぐ行くんだとしてしまうことは、公正取引委員会の設

置趣旨から離れることになります。これは根本問題にかかわる問題になってい

きますので、私はそれはできないというか、すべきではないと思います。 
 やはり、わざわざ公正取引委員会という専門的な行政委員会をつくったとい

う趣旨から見て、まずこれに委ねるというのが自然の流れであろうと思います。 
 例えば、ＥＵなどを見ますと、ＥＵは日本で言えば、いわゆる審判ではない

わけですね。聴聞の機会というのでありまして、かなり簡単な手続で行政手処

分を命ずるということであるわけです。したがって、それだけで終わりなわけ

だから、それは裁判所に行くということはよくわかりますけれども、しかし、

そうでないという仕組みも当然あり得るわけでありまして、例えば、韓国の場

合ですと、これはむしろ、日本のようにすべきだというふうに言うべきかもし

れません。こんな簡単な不服審査で異義申し立てで、それで終わりというので

はおかしいのであって、ここはしっかり審判手続をやるべきだというふうに言

うべきかもしれません。 
 したがって、聴聞の機会というようなものを与えることで、それですぐ行政

処分が出されということになりますと、これはすぐ裁判所に行くということは

当然かもしれませんけれども、しかし、それを専門的な知識に基づいて、委員

会が慎重に判断をするという機会を設けるということも、これは十分理由のあ

るところでありまして、日本はその制度をとっております。したがって、裁判

所にすぐに行くということも検討していただきたいと思いますけれども、しか

し、その際には、公正取引委員会という制度をわざわざ置いているということ

も十分考慮して、検討していただきたいと思います。 
 以上です。 
○塩野座長 どうもありがとうございました。 
○村田委員 先ほどの西田先生や、ただ今の根岸先生がおっしゃった公正取引

委員会の専門性についてですけれども、企業結合関係でございますと、競争政

策からの市場の評価という観点など、公正取引委員会の専門性ということにつ

いて、もちろん理解できる部分があると思います。しかし今日、実際に独禁法

違反として処理されている事件の類型として、特に入札談合事件が一番多いと
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いう現実からいたしますと、そこで争われている論点というのは、あくまでも

談合があったかなかったかという事実認定の話であって、ここに市場の競争に

与える影響の評価に関する部分は、審査段階でも、あるいは審判段階でもほと

んど対象になっていないのが実態ではないかと受け止めています。 
 併せまして、昨今報道されておりますように、公正取引委員会が立入検査を

する前に、むしろ特捜あるいは地検がどんどん談合事件の摘発を積極的に行い

始めているという観点からいたしますと、まさしく競争政策の政策官庁、独禁

法の専門機関としての公正取引委員会の位置付けについては、必ずしも従来ど

おりではなく、現時点では変わってきている部分もあるのではないかと思って

おります。 
○村上委員 今の組織形態の問題なのですが、もともとのアメリカの制度は独

立行政委員会という組織形態と行政審判手続というのは密接に結びついたとい

うのがもともとの流れです。ただ、今日、世界的に見ると、韓国もそうですし、

ほかのアジアの国でも組織が独立行政委員会形態を採っており、いわゆる日本

の行政事件訴訟法というような大陸法的な手続でやっていて、独立行政委員会

方式を採っているという国は、今は幾つもあります。私はこの手続、独占禁止

法違反事件の処理手続の問題と、いわゆる独任制行政庁か、もしくは独立行政

委員会という組織形態の問題とは、完全に分けて考えてよいと思います。そこ

は必ずしもリンクさせる必要はない。これは意見ですが、今の国際的な制度は

そんな感じになっていると思います。 
○塩野座長 どうもありがとうございました。いろんなアイディアを出される

ことは結構だと思いますが、ちょっと考えただけでもいろいろ難しい問題が出

てきて、両方選択というと、実質的的証拠法則は一体どうなるのかとか、そう

いったところもいろいろ問題が出てまいります。ただ、今の段階では、なおい

ろいろな御意見を徴したいというふうに思いますので、どうぞ御自由に御発言

いただきたいと思います。浜田委員どうぞ。 
○浜田委員 質問だけです。選択制にするかどうかということについては、こ

のごろいろいろな分野で、そういう手法がとられておりまして、確かに興味深

いし、ひょっとしたら有意義な手法かと思われますけれども、その点に関連し

まして、韓国がこのような制度を採り始めたのはいつごろからなのか。それか

ら、選択の実情はおおよそどのような具合になっているのかというあたり、も

しわかりましたら教えていただけるとありがたく思います。 
○塩野座長 そこは事務局では無理なので、公正取引委員会に。もちろん次回

でいいんですが。 
 ほかに何か御議論ありましょうか。もう大分時間もとりましたので、審査・

審判の在り方に関しては、なお残された、今日いろいろと御意見が出た後で、
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もう一度振り返ってみると、こういった論点もあるではないかとかということ

もあろうかと思いますけれども、一応、今日の議論をここで終わらせていただ

きまして、ごく短時間の休憩の後に、不公正な取引に対する措置の在り方の議

論に入りたいと思います。 
 今日は 12時までを目途としておりますので、説明の時間と多少の質問時間 45
分間とればよろしいかと思いますので、この時計で 11 時 15 分から再開させて
いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 
（休  憩） 

 
○塩野座長 それでは時間がまいりましたので、会議を再開させていただきま

す。 
 不公正な取引に対する措置の在り方に関しての議題に入ります。まず、公正

取引委員会と事務局に資料を用意していただいておりますので、それぞれから

御説明をお願いいたしましょう。 
○伊東経済取引局長 それではまず、私の方から現行の不公正を取引方法に関

する法制、あるいはその運用状況につきまして御説明をさせていただきます。 
 まず、資料３でございます。「不公正な取引方法の概要」ということでござい

ます。最初にございますように、独占禁止法の主要な禁止規定としまして、私

的独占及び不当な取引制限、そして不公正な取引方法、この３つがございます。

この３つをそれぞれ見ますと、上にございますように、私的独占と不当な取引

制限というのは、「一定の取引分野における競争を実質的に制限する」行為とい

うことで、競争に与える影響は同じ、ただ、その行為が違うというものでござ

います。 
 それと比べまして、不公正な取引方法というのは、「公正な競争を阻害するお

それ」のある行為を規制しているものでございまして、具体的には公正取引委

員会が指定することになっております。指定の仕方としまして、すべての事業

者について適用される「一般指定」と特定の事業分野だけ適用される「特殊指

定」があるということでございます。一般指定では 16の行為類型が指定されて
おるところでございます。 
 なお、この不公正な取引方法の規制に関する補完法としまして、景品表示法、

あるいは下請法が制定されております。 
 参考としまして、不公正な取引方法について、指定制度がとられている趣旨

を掲げてございます。「不公正な取引方法は複雑かつ流動的な取引社会のうちに

生ずる経済現象であるから、このような経済現象を対象として規制するには、

その規制に可能な限り弾力性を持たせる必要であり、そのために規制の前提と
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なる経済実態と、その変動の把握およびこれに即応した規制基準の設定、変更

を、行政機関である当委員会において行わしめるのが妥当である」という趣旨

の審決が出されておるというのを参考して紹介しております。 
 ２ページ目は不公正な取引方法についての事件処理の流れでございます。不

公正な取引方法と下に不当な取引制限・私的独占に係る手続の流れを併記して

おります。基本的には違反行為を排除する排除措置命令手続というのは共通で

ございます。不公正な取引方法につきましても、立入検査等で調査をいたしま

して、違反があると認められる場合は、事前手続を踏んだ上で排除措置命令を

出す、あるいは従来から御紹介しておりますが、場合によっては、同じように

事前手続を経て警告ということもございますが、こういう流れの中で、さらに

命令に不服がある場合は審判手続に移行することになります。不当な取引制

限・私的独占、これにつきましては、同様の手続での排除措置命令とこれに課

徴金納付命令がそれに加わる。こういう状況でございます。 
 なお、右側に囲みで書いてございますように、確定した命令に違反した場合

は、３億円以下の罰金が科せられるということになっています。 
 ３ページは法令を参考にしてございます。細かい点は省略させていただきま

すが、ポイントだけ御紹介させていただきますと、２条は先ほど御紹介した定

義ということでございます。こういう違反行為につきまして、19 条で事業者に
対して禁止しており、20 条におきまして、排除措置を命ずるということになっ
ています。さらにこれは不公正な取引方法固有の規定でございますが、24 条に
差止請求権が認められています。要するに不公正な取引方法によって、著しく

利益が害される場合は、その差止を請求できるという規定でございます。 
 ４ページは、先ほど申し上げました 95条の命令違反については、３億円以下
の罰金ということで、これにつきましては、一番下に囲みで書いてございます

ように、平成 17年、先般の改正によりまして、不公正な取引方法等の違反行為
に対する確定排除措置命令違反罪に係る法人罰を強化ということで、従来は 300 
万円でだったわけでございますけれども、これを３億円にしました。これが今

回の改正における不公正な取引方法に対する規制の対応の一つということでご

ざいます。 
 ５ページ以降は、先ほど一般指定、不公正な取引方法を通じて 16類型あると
いうふうに申しましたが、それを紹介したものでございます。共同の取引拒絶、

いわゆるボイコットから始まって、16 類型が指定されているものでございます
が、内容は省略させていただきます。 
 次に資料４、「不公正な取引方法の規制の概要」ということでございます。基

本的にいろんな 16の類型が不公正な取引方法として規制されている。これにつ
きまして、現在でも基本的には、この考え方が維持されている、その当時の研
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究会の報告書を紹介させていただいております。 
 １ページの「二」でございますけれども、不公正な取引方法というのは、基

本的に「公正競争阻害性」がある行為ということでございますが、これにつき

ましては、３つの観点から整理をされております。 
 １つは「自由な競争の確保」ということでございまして、そういう自由な競

争の確保ということが妨げられていないかどうかという観点から判断されます。 
 もう一つが②でございますけれども、「競争手段の公正さの確保」ということ

でございまして、例えば不当表示というのが、こういう点から問題になるとい

う整理でございます。 
 ３点目としまして、「自由競争基盤の確保」ということで、取引主体が取引の

諾否及び取引条件について、自由かつ自主的な判断することによって取引が行

われているという、そういう基盤が確保されているかどうか。こういう３点か

ら公正競争阻害性というのはとらえられるというふうにされております。 
 ２ページでございますけれども、そういう３つの観点から、まず自由な競争

の侵害という観点からいきますと、取引拒絶だとか、あるいは差別取扱い、不

当廉売、排他条件付取引などの行為、あるいは再販売価格の拘束ということで、

小売店が安売りをすると出荷停止をする、そういう小売店の自由な価格設定を

禁止する。こういうのが一つ問題になる。 
 それから競争手段の不公正という観点からは、不当表示等が代表でございま

すけれども、ぎまん的取引等々がこういう観点から問題になる。また、自由競

争基盤の確保というような観点からは、いわゆる優越的地位にあるものが不当

な不利益を与える行為というものが規制される、こういうことになっておるわ

けでございます。 
 ３ページは不公正な取引方法と私的独占との関係ということで、参考として

載せております。私的独占の要件としては、当該行為が一定の取引分野におけ

る競争を実質的に制限するものと認められる程度のものである必要があります

が、不公正な取引方法というのは、競争の実質的制限までいく必要はない、と

いうことでございます。つまり、ある程度において公正な競争を妨げるものと

認められる場合で足りる、結論的に言うと、その下でございますけれども、「私

的独占等の予防措置として不公正競争方法を禁止している」、こういうことでご

ざいます。 
 資料５は運用状況になるわけでございますけれども、１ページは現在の一般

指定が昭和 57年に制定されたものでございますが、それ以降で見た審決の件数
ということでございます。件数的に一番多いのは、再販売価格の拘束というこ

とでございますし、次に拘束条件付取引というような状況になっております。 
 こういう状況の中で、具体例を２ページ以降に紹介しておりますが、かいつ
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まんで御紹介しますと、１つは一番件数が多いと申し上げました再販売価格の

拘束は、「12項 再販売価格の拘束」ということで、１つの例でございますけれ
ども、ハーゲンダッツジャパンの例を挙げております。 
 ハーゲンダッツジャパンは、ハーゲンダッツブランドのアイスクリーム製品

において、取引先小売業者に対し、自ら又は取引先卸売り業者をして希望小売

価格を維持させる条件を付けて供給している。メーカーが小売店に価格を守ら

せる、安売りを禁止する、こういうのが再販売価格の拘束ということでござい

まして、先ほど申し上げましたように、件数としては一番多いということでご

ざいます。 
 あと、不公正な取引方法に対する規制の在り方として、いろいろ出されます

類型としましては、２ページにお戻りいただきまして、６項の不当廉売でござ

います。ここでは昭和 57年５月の事件を紹介しております。改正前の指定が適
用されたものでございますけれども、マルエツ、ハローマートということでと

もに量販店でございますけれども、この店舗が近接してございまして、それぞ

れ右側に書いてございますが、牛乳をいわば目玉商品として対抗して安売りを

したということでございまして、１本当たり 155 円、あるいは 157 円でといっ
た仕入価格であったということでございますけれども、その仕入価格を著しく

下回る価格で販売することにより、牛乳を主体に販売する牛乳の専売店を競争

上、極めて不利な状況に置き、その事業活動を困難にするおそれを生じさせて

いたということでございまして、かなり長期間にわたって、こういう廉売をし

たということでございます。 
 次に３ページでございますが、下から３つ目に優越的地位の濫用がございま

す。これは１つの典型としましては、大規模小売店等と納入業者との取引関係

が問題となるわけでございまして、ここにはローソンの事例を挙げております。

ローソンは、自己の取引上の地位が日用雑貨品納入業者に対して優越している

ことを利用して、日用雑貨品納入業者に対し、金銭を提供させ、また日用雑貨

品を１円で納入させていた。こういう事件でございます。 
 こういう大規模小売店といいますか、そういうものと納入取引をめぐる事件

以外に、前回だったか紹介させていただいたかと思いますけれども、三井住友

銀行が取引先に金融商品を押しつけたというような事例も、この適用例という

ことになるわけでございます。 
 簡単ではございますが、法制の概要あるいは運用状況は以上でございます。 
○塩野座長 それでは引き続いて事務局からどうぞ。 
○寺川参事官 今回の議論の中心は、この不公正な取引方法に対して刑事罰、

または課徴金を課すということができるかどうかということが議論になります

ので、資料６に基づきまして、これまで、なぜ刑事罰等が導入されていなかっ
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たのかという理由として、どういうものが挙げられていたかということを御紹

介する資料となっています。 
 １ページ目、２ページ目は刑事罰を中心に書いておりますが、これまであっ

た公正取引委員会委員長の国会における答弁で、梅澤元委員長の説明です。カ

ルテル及び私的独占などについては、そもそも競争に対する機能を歪めるとい

う競争秩序に対する侵害性が重大だということから、法律制定当初から刑事責

任というものが決められていたと説明しています。 
 それに比べて不公正を取引方法というのは、事業者の市場における地位、ま

たはその行為が行われた市場の状況、それによって違反となる場合とならない

場合があるということです。また、具体的には公正取引委員会が指定すること

で、その行為類型が決められているということで、ケース・バイ・ケースで判

断されるものになっているとの説明がされております。 
 こういうものにつきましては、刑事罰である以上は構成要件というものは決

定されていなければならないという法制上の問題があって、現行法では不公正

な取引方法は刑罰の対象となっていないという考え方を示しています。 
 それから次のページですが、これは平成 16年で今の竹島公正取引委員会委員
長が答弁しています。 
 これも先ほどの説明とかなり近いと思いますが、不公正取引については、カ

ルテルや入札談合と違って法益侵害の程度が小さい。そういう違反行為につい

て罰金の対象にしていいのかという問題があるということ。 
 それから、これは繰り返しになるかもしれませんが、相対的な関係で問題も

変わってくるということで一慨には取り扱いにくく、個別事情をちゃんと見て、

機動的に判断すべきであるというふうに従来から考えられている。その関係で

告示によって定められているということもあって、法律で構成要件を定めると

いう罪刑法定主義との関係でも話が難しくなってくる事情があるという答弁を

しています。 
 ただ、この場での委員長の答弁としましては、前回の法改正ではなかなかい

ろんな問題があったので、対応仕切れなかったということで、今後議論してど

うしていくかというものは考えていくべきだということを述べています。 
 それから、３ページ目ですが、これは公正取引委員会ではなくて、内閣法制

局でこの問題について触れられているところで引用させてもらっています。平

成 16 年の答弁ですが、この考え方を読み上げますと、「仮に課徴金を課すこと
にいたしますと、その金額について、具体的な算式、算定方式を合理的に設定

することができるのかといったこと、あるいは独禁法で言います不公正な取引

方法というものは公正取引委員会の告示でその対象が定まるということになっ

ておりまして、そのように行政庁の判断で禁止されるか否かが定まるような行
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為に課徴金を課すということが適当なのかどうか」といった点がありますとい

うことを問題点として指摘しています。 
 それから、参考までに証券取引法の課徴金について、ここで問題にされてい

る継続開示虚偽記載の問題については、最終的には課徴金が課されるようにな

っているわけですけれども、内閣法制局の考え方ということを御紹介いたしま

すと、まず、一般的な考え方として、経済的利得を目的とする法令違反につい

て、違反行為により得られる経済的利得相当額を基準とする金銭的負担を課す

ということについては、違反行為はやり得になることを防ぐということ。そう

いう行政目的を達成するという意味で、後で述べていますが、憲法 31条、さら
に 39条の二重処罰などの関係も問題にならないとされています。 
 ただ、一方で経済的利得があるのかどうかということについて、はっきりと

明らかにならないというものについては、どうしても憲法との関係で疑義が出

てくるという考え方を示しております。資料６については以上でございます。 
 それから資料７の方ですが、幾つかの不公正な取引方法と類似しているよう

な他の法律の規定というのがありますので、それらではどのような形で罰則規

定が定められているかということを御紹介しています。 
 最初の差別的取扱いに類する規制として、電気事業法を挙げております。電

気事業法の 19条の 5項 3号にありますように、特定の者に対して不当な差別的
取扱いをしてはならないと定められており、同法では、差別的取り扱いがあれ

ば、政府がその変更を命ずることができるという規定があります。そして変更

命令に反する場合には、罰則規定として 300 万円以下の罰金という規定があり
ます。これは処分に対して従わなかったという意味でいえば、確定審決違反な

どともちょっと似た規定になっているかと思います。 
 それから２番目に紹介するぎまん的顧客誘引そして不当な利益による顧客誘

引に対する規制ですが、景品表示法を御紹介しています。これは独禁法から派

生している法律で、手続面につきましては、独禁法と類似のものとなっており

ます。 
 特にぎまん的顧客誘引に関しましては、２ページ以下にありますように不正

競争防止法、それから薬事法、それから特定商取引に関する法律などとほぼ同

様の規定があります。 
 規定ぶりについては、例えば不正競争防止法、それから特定商取引法などは

景表法の不当表示の規定と似ています。薬事法においてはもう少し緩やかに、

虚偽または誇大な記事を広告しというような規定ぶりになっています。それか

ら医師その他の者が、これを保証したら誤解されるおそれがある記事を広告し

という規定がありますが、趣旨として不当表示の考え方と似ていると思います。

不正競争防止法では、この行為そのものに対して３年以下の懲役、または 300 万
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円以下の罰金ですとか、または薬事法では２年以下の懲役、もしくは 100 万円
以下の罰金、それから特定商取引に関する法律では、３ページ目の方に入りま

すけれども、100 万円以下の罰金という直罰の規定が設けられているという例
がございます。 
 証券取引法につきましては、ここで 42条の 2で紹介しているのは、損失補填
を条件にして勧誘する行為と、実際、取引していて損失補填を行った行為、こ

ういうものに対して、直接に罰則する規定があるということで紹介しておりま

す。 
 損失補填というのは、不当な利益による顧客誘引行為と類似の規定で、似た

ような行為に対して、先ほど公正取引委員会が御紹介された中に、かつて独禁

法違反、不公正な取引方法で問われた例もありましたので参考までに入れまし

た。 
 また、証券取引法の課徴金の対象になっています有価証券報告書の虚偽記載

などについては、ある面で不当表示と同じような事例の１つかというふうに考

えることができます。 
 最後に優越的地位の濫用に関する規制に関しましては、これは独禁法と非常

に関係の深い法律でして、下請代金遅延等防止法がありますが、これは個々の

禁止規定のところというよりは、措置規定の中に公正取引委員会の勧告する事

項の中に、下請代金を支払うこと、または遅延利息を支払うということを命ず

ることができることということで、実際にそれを命じた例がありますので、こ

ういう措置規定があるというものもあるという例で紹介させていただきます。 
 資料８では、「主要国における『不公正な取引方法』に類似した規制」という

ことで、廉売規制、優越的地位の濫用規制、そして、これは各国どこでもあり

ますが、再販売価格の拘束規制、それぞれ、各国の競争当局がかかわる規制に

ついて、可能な限り御紹介させていただきます。 
 廉売規制については、アメリカではシャーマン法２条、これは独占の企図行

為の禁止の一つとして規制されています。そして、ロビンソン・パットマン法

第３条というのは、差別的な取り扱いや廉売行為そのものについて規制すると

いう規定がありまして、一応、刑事罰が適用できるようにはなっています。た

だ、注にありますように、特にシャーマン法については、運用上、刑事罰の対

象とはしないという方針が示されています。 
 続いてＥＵにおいては、「市場支配的地位の濫用」の禁止規制、日本でいえば、

私的独占のケースに近いものになるのではないかと思いますが、これに該当す

る場合には、制裁金を課するという規定がございます。 
 イギリスはＥＵと同じです。 
フランスでは、メーカー及び加工を行う流通業者について、競争業者を排除
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する目的で費用を下回る価格という場合には制裁金を課すことができるという

規定があります。 
 ドイツは、競争制限禁止法の中で、中小企業の競争者に対して優越的地位に

ある業者が競争者排除の意図をもって、原価を下回る価格で一時的でなく販売

する行為について、制裁金を課すことができるという規定があります。 
 カナダにおきましても、不当に低い価格で物品を販売する政策を実施し、こ

れにより競争を減殺し、または競争事業者を排除するという行為について、禁

固刑を定める規定があるということです。 
 オーストラリアでは、「市場支配力の濫用」に該当する場合には、制裁金が科

せられるという規定があるということです。 
 最後に韓国では、日本の規定と非常に似ているのですが、正当な理由がない

のに、費用を著しく下回る対価で継続して供給し、その他不当に低い対価での

供給というものに対して、課徴金、刑事罰を課すというような規定があります。 
 ２ページ目ですが、優越的地位の濫用規制につきましては、これは以前にも

御紹介したことがあると思いますが、アメリカ、カナダ、ＥＵ、イギリス、オ

ーストラリアでは似たような制度はありません。フランスについては相手方が

相対的に経済的従属状態にある場合というときの販売拒絶、抱き合わせ、差別

的行為などの濫用行為を行うことにより、市場に影響がある場合には、制裁金、

または刑事罰を課すという規定があります。 
 それからドイツでは、中小企業が取引先を他の事業者に変更する十分かつ合

理的な理由が存在しない程度に当該事業者に従属している場合というときに、

客観的に正当な理由なく、取引に際して自己に有利な条件を設定するというこ

とに対して制裁金を課すという規定があります。ただ、運用上は禁止決定を行

うという事件処理で対応しているということのようです。それから韓国の方に

も同様な行為に対して課徴金、刑事罰を課すという規定があります。 
 それから、３ページ目が再販売価格の拘束に関してですが、アメリカはシャ

ーマン法 1 条ということで、取引制限の禁止の１つと見て刑事罰を課すという
ことができるということです。ただ、実際に問題とされている再販売価格拘束

に関してだけ言えば、刑事罰を科されている例はないと思います。 
 それからＥＵも81条違反行為の中の１つとして制裁金が課されるというふう
になっています。 
 それからフランスでは、特別の規定として、価格を人為的に引き上げ、また

は引き下げることによって市場の自由な作用に基づく価格決定に対する妨害と

して、制裁金、刑事罰を課すという規定はあるということです。 
 それからドイツでは、これも特別の規定として、価格を決定する自由を制限

する行為として、制裁金を課すことができるというふうになっています。 
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 あとカナダ、オーストラリア、韓国ともに、これは再販については、それぞ

れ特別の規定が設けられていて、制裁金や刑事罰を課すということができると

いう規定があるというふうになっております。 
 こちらで用意した資料は以上です。 
○塩野座長 どうもありがとうございました。時間の関係もございますので、

今日は御意見の開陳は、今日の御説明を聞いた後で次回予定しておりますので、

そのときに伺うといたしまして、とりあえず、今日の説明についての御質問、

あるいはこの資料にもう少し付け加えてくれないかという、そういった御要望

等があれば承りたいと思います。日野委員どうぞ。 
○日野委員 今、新聞等が報道されていますけれども、再販売価格維持行為で

例外とされているものが、なぜああいうことになっているのかということをひ

とつ御説明いただきたいということが１つ。質問です。 
 それから、先ほど事務局の方からも御説明がありましたが、刑事罰の科せら

れない理由をいろいろ過去の委員長、あるいは現在の委員長が御説明になって

おられますけれども、先ほどの証券会社に対する事例では、これは刑事罰に科

せられているわけです。そうすると、同じ行為が一方で刑事罰に科せられない

といっておきながら、一方では刑事罰に科せられているという、このことをど

ういうふうに、１つの行為が一方では科せられないといい、一方では科せられ

ているという、この事実をどういうふうにとらえるかということを御説明いた

だきたいと思います。恐らく、この説明は今では通用しなくなっているのでは

ないかと思います。 
 また、不公正な取引方法、類似行為を規制している法律は、ほかにもたくさ

んありますけれども、私がぜひ考慮していただきたいと思うのは、金融商品の

販売等に関する法律、これはぜひ参考にしていただきたいと思います。 
 それから、証券取引法の中にも適合性の原則という原則がありまして、例え

ば、80 歳以上の老人に対して、デリバティブ商品を販売するような行為は適合
性に反するといったような規定がありますし、これは新しい法律にも当然のこ

とながら盛り込まれることになりますけれども、これもぜひ不公正な取引方法、

類似行為を規制している法律の中に入れていただきたい。こういうふうに思い

ます。 
 いろいろありますけれども、とりあえず、これだけ質問させていただきたい

と思います。 
○塩野座長 資料への追加は事務局の方で調べていただきます。独禁法の関係

の今のお話につきましては、今日、時間がございませんので、次回にまた御説

明いただければと思います。 
○村上委員 私は資料提供だけ、事務局というか、公正取引委員会に２点資料
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を追加してもらいたいということでお願いしたいと思います。 
 というのは、不公正な取引方法というのは、国際的な競争法制の中では、か

なり特殊な制度だなと思っているわけです。手続と実体法の両面で非常にユニ

ークな制度であると。今回も主要国における不公正な取引方法に類似した規制

というので、資料８でいろいろ紹介してあるんですが、これをもう少し強化し

たかたちで資料をお願いしたいと思います。 
 第１点は不公正な取引方法は告示によって違反行為を指定するという方式を

採用しているわけなので、ある意味では競争当局の一方的な意思で違反行為を

指定できる制度になっている。不公正な取引方法の内容自体が公正取引委員会

だけの決議によって違反行為を新設、変更、廃止できる。そういう意味では非

常に法的には不安定なものになっている。そういう意味で、先ほどの国会の答

弁を見ても、そこのところが法律に規定されていなくて、公正取引委員会が一

方的に告示で指定するものをペナルティの対象とするのはおかしいのではない

か。なかなかできないというのが国会答弁で説明されている。それは正しいと

思います。まず第１点として、不公正な取引方法のように告示で規制している

ような競争法制というのは、主要国であるのか。もう一回繰り返しますと、そ

ういう意味で違反行為を法律に規定せずに、当局の一方的な意思によって違反

行為を指定するという、そういうタイプの競争法制というのは、主要国にある

のかないのか。 
 それからもう一つも実体法の話で、前回のこの懇談会でも私的独占の排除行

為というのが話題になったわけです。ある意味で市場支配的な濫用行為を規制

する条項というのは、各国競争法に必ずあるわけです。私的独占の排除行為に

は、例えば典型的な行為類型として、個々の不公正な取引方法として、先ほど

列挙してありました行為類型のうち、６項の不当廉売とか、３項の差別対価、

11項の排他条件付取引、10項の抱き合わせ、そういうものがある意味で私的独
占の排除行為の典型的な行為類型になるわけです。 
 先ほどの昭和 28年の審判審決での説明によりますと、ある意味で私的独占の
予防行為的な形で不公正な取引方法の一般指定で行為類型を定めた、とありま

す。行為類型ごとに見ますと、私的独占の排除行為と不公正な取引方法が二重

にかかっていくという法律構成になっていまして、その場合に、私的独占の競

争の実質的制限という高い違法・違反の基準と、不公正な取引方法の公正な競

争を阻害するおそれという低い違法・違反の基準が併存するような法制になっ

ているわけですが、そういうような競争法制を採っている主要国というのは、

あるのかということの調査をお願いしたい。 
 というのは、もし不公正な取引方法が日本独自の規制だということなら、そ

のようなものと評価して、議論を進めるべきだと思いますので、競争法制の中
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で、不公正な取引方法というものの位置づけについて、そこのところをもう少

し各国法との比較をお願いしたい。 
それからもう一つが不公正な取引方法の「公正な競争を阻害するおそれ」と

いうのは、私は今、低いなり緩やかなものだと言いましたけれども、実際のど

のようなレベルであるかというのは、判例や審決で示されることになるわけで

す。一般的には判例の方が審決より重みがあって、先例価値は高いと評価され

ているわけですし、しかもここ 20年間に随分新しい判例が下されて、判例法は
変化していると思っていますので、そういう意味で、審決としては、資料５に

各 16行為類型ごとに基本的な審決としてずらっと挙げてありますけれども、ぜ
ひ、審決ではなくて、最近の基本判例を列挙したものを提出してほしいと思い

ます。 
 多少手数がかかるかもわかりませんが、この辺は独占禁止法の体系を決める

重要な話になろうかと思いますので、そこを提出してもらいたい。この辺はむ

しろ公正取引委員会の方でも、体系上の問題で十分熟知している話だろうと思

いますので、ぜひその辺の資料を提出していただきたいと思います。 
○塩野座長 外国調査の方にお願いするか、あるいは手持ちでできるか、これ

は事務局と相談いたしますが、あと公正取引委員会の方でもよろしくお願いい

たします。増井委員。 
○増井委員 資料５との関係でちょっと御説明をお願いしたいと思います。 
 この資料５を見ますと、６項の不当廉売の件数が０件、もっとも昭和 57年５
月の事例が２つほどあるというお話でしたが、その程度の件数である、それか

ら 14項の優越的地位の濫用が８件であるということでした。いずれにしまして
も、これは昭和 57年から概ね四半世紀の間の統計で、これだけの件数しか審判
で取り上げられていない。この懇談会でヒアリングを行ったときに、ガソリン

スタンドの例や小売業界の例を挙げて、不当廉売や優越的地位の濫用について

多くの問題の事例があるという説明を受けました。加えて、もともとこの懇談

会の設置のきっかけとなった衆参両院の附帯決議では、特に一項を設けて、中

小企業等に不当な不利益を与える不当廉売、優越的地位の濫用等の「不公正な

取引方法」に対する措置に関しては、課徴金適用の対象とすることも含めて、

その方策を早急かつ前向きに検討することというようなことを言っている。そ

うすると、現実にこの審判件数とヒアリングや衆参両院の付帯決議の中で出て

きた不当廉売、優越的地位の濫用についての件数等をどう理解したらいいのか

わからない。その辺についての御説明を少しいただきたいと思います。 
○塩野座長 次回にまとめてやるということで。ほかに何かございましょうか。 
○西田委員 資料６の３ページに内閣法制局の第四部の部長の答弁、それから

証取法の課徴金についての第三部長の答弁というのがあるんですが、これとの
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関係で、現在証取法の 172 条で認められている開示書類の虚偽記載に対する課
徴金の売り出し総額の 100 分１とかという課徴金額は、これは不当な利得の擬
制だという考え方でできているんですか。 
○塩野座長 それもまとめますか。先ほどの点と同じですので。 
○西田委員 要するに課徴金という名前がつくと、法制局はそれは不当な利得

でなきゃだめだという考え方をとっていると。そういうふうに理解してよろし

いかということ。それがもし過料という名前に変わると、それは制裁的でいい

んだというふうに法制局は考えるのか。公正取引委員会が法制局の答弁をする

わけにはいかないんでしょうけれども、どうも法制局の答弁というのは、課徴

金というのは、何か不当な利得の剥奪に留めるべきであると。そうでなければ

憲法違反なんだという、何か非常に固い考え方に立っているように思えるので、

その点の法制局の見解と、それから現在の証取法の虚偽記載における課徴金と

いうものとが、本当に不当利得との関係に立っているのか、そこら辺、次回お

教えいただければと思います。 
○塩野座長 どうぞ。 
○寺川参事官 国会答弁を説明するのはなかなか難しいと思うんですが、先ほ

ど証券取引法の方の課徴金の話は、第９回の会合の事務局の方が出した補足資

料の中で、いわゆる刑事罰との相殺の関係の話での説明がありまして、そこで

は、これは国会議員の発言ですけれども、要は刑事罰というか、制裁にかわる

ものとして課徴金というものを導入したので、そこでかなり罰金と性格が似て

くるので、全額調整する規定をつくりましたという説明をされているので、そ

こはちょっと考え方が違っているということは言えるのかと思います。 
○塩野座長 議員立法ですかね。 
○日野委員 閣法に対する議会の修正です。 
○塩野座長 ですから、法制局は別に議員立法について何かとやかく言う権限

もないし。 
○西田委員 この資料は法制局の答弁ですよね。 
○寺川参事官 これはそうですね。これは法制局が継続開示についての虚偽記

載について、課徴金を課せれるか課せられないかという議論があったときに、

法制局はこういう理由で難しいというふうに答えたということでございます。 
○塩野座長 にもかかわらず、議員立法があったという、そういうことです。 
 ということも含めまして、次回、公正取引委員会の方から補足的な御説明を

いただきたいと思います。 
 時間がまいりましたので、今日のこの点に関する意見、討議はこれで終わら

せていただきたいと思います。そこで次回でございますけれども、引き続き不

公正な取引方法に対する措置の在り方について御議論をいただきますので御意
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見をいただければと思います。それから、積み残しになっておりましたけれど

も、証券取引法につきましては、金融庁から説明を伺うという予定しておりま

す。これは予定としては確定したということでよろしゅうございますか。 
○寺川参事官 はい。 
○塩野座長 それでは、金融庁から説明を伺った後は、これまで御検討いただ

いた項目以外の論点、それから総括的な御議論もお願いできればというふうに

思っておりますので、御出席方よろしくお願いいたします。 
 それでは次回会合の日程について事務局から。 
○寺川参事官 次回の会合は５月 19日金曜日の午前９時 30分から、この会議
室で開催させていただきたいと思います。 
○塩野座長 どうもありがとうございました。それでは本日はこれで終わらせ

ていただきます。 
       

（了） 


